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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期

第３四半期連結
累計期間

第91期
第３四半期連結

累計期間
第90期

会計期間

自2014年
１月１日
至2014年
９月30日

自2015年
１月１日
至2015年
９月30日

自2014年
１月１日
至2014年
12月31日

売上高
（百万円）

994,194 989,598 1,348,308

（第３四半期連結会計期間） (335,034) (331,014)  

税引前四半期利益又は税引前利

益
（百万円） 26,738 70,259 41,163

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）純利益
（百万円） 8,418 42,745 15,913

（第３四半期連結会計期間）  (4,729) (8,763)  

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）包括利益
（百万円） 11,331 △13,543 42,007

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 1,082,417 1,079,027 1,113,126

総資産額 （百万円） 2,056,644 1,975,241 2,077,338

基本的１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） 7.28 36.98 13.77

（第３四半期連結会計期間）  (4.09) (7.58)  

希薄化後１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） 7.24 36.83 13.58

親会社所有者帰属持分比率 （％） 52.63 54.63 53.58

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 98,469 126,841 135,790

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △72,085 △95,510 △108,754

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △61,961 △29,028 △94,673

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 99,473 70,285 69,655

　注　１　当社は、国際会計基準に基づいて連結財務諸表を作成しております。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社（以下、当社グループという）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　５　事業セグメント」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　前事業年度の有価証券報告書に記載した当社グループの事業等のリスクについて重要な変更はありません。また、

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクも発生しておりません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）　経営成績

　当第３四半期連結累計期間（2015年１月１日から2015年９月30日まで）における当社グループを取り巻く世界経済

は、緩やかな景気回復が続きました。日本においては、このところ一部に弱さもみられるものの、政府の経済政策等

により、景気は緩やかな回復基調が継続しています。欧州の景気は引き続き緩やかに回復し、米国でも個人消費が増

加するなど、景気回復が続いています。中国をはじめとする新興国においては、成長鈍化が見られました。

 このような環境の下、当第３四半期連結累計期間の当社グループの売上高は、円安などの増収要因があったもの

の、ディスプレイ事業が減収となったことなどから、前第３四半期連結累計期間比46億円（0.5%）減の9,896億円と

なりました。営業利益は、欧州並びに北米における建築用ガラス事業の構造改革効果、原燃材料価格の下落などによ

り、同86億円（20.1%）増の510億円となりました。税引前四半期利益は、退職後給付制度改定益などの計上により、

同435億円（162.8%）増の703億円、親会社の所有者に帰属する四半期純利益は同343億円（407.7%）増の427億円とな

りました。

　当第３四半期連結累計期間における各報告セグメントの業績は、以下のとおりです。

①　ガラス

　建築用ガラスの出荷は、日本・アジアでは、日本の消費税増税による駆け込み需要の反動などで減少しました。

北米では引き続き堅調に推移し、欧州においては、西中欧は増加したものの、東欧は経済環境悪化の影響を受け減

少しました。この結果、建築用ガラスは前年同期に比べ減収となりました。

　自動車用ガラスは、日本・アジアの一部の国や東欧などで自動車生産台数は減少したものの、西欧の回復や北米

の堅調な需要に加え円安の効果もあり、前年同期に比べ増収となりました。

　以上の結果から、当第３四半期連結累計期間のガラスの売上高は前第３四半期連結累計期間比60億円（1.2％）

増の5,148億円となりました。営業利益については、欧州及び北米建築用ガラス事業の構造改革施策の効果並びに

原燃材料価格下落等により同82億円改善し、77億円となりました。

 

②　電子

　液晶用ガラス基板は堅調な需要に支えられ、出荷は前年同期に比べ増加したものの、販売価格は前年同期に比べ

下落しました。ディスプレイ用特殊ガラスの出荷は前年同期に比べ増加しました。プラズマ・ディスプレイ・パネ

ル関連製品の出荷は主要顧客の事業撤退により前年第３四半期で終了しました。電子部材の出荷はオプトエレクト

ロニクス用部材、半導体プロセス用部材ともに前年同期に比べ増加しました。

 以上の結果から、当第３四半期連結累計期間の電子の売上高は前第３四半期連結累計期間比188億円（7.9％）減

の2,198億円となりました。営業利益は同13億円（4.9％）減の254億円となりました。

 

③　化学品

　クロールアルカリ・ウレタンは、出荷が堅調に推移し、また円安になったことから、前年同期に比べ増収となり

ました。フッ素・スペシャリティは、一部製品の出荷が減少したものの、円安の影響もあり売上高はほぼ前年同期

並みとなりました。

 以上の結果から、当第３四半期連結累計期間の化学品の売上高は前第３四半期連結累計期間比68億円（2.9％）

増の2,365億円、営業利益は同39億円（24.8％）増の196億円となりました。
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各報告セグメントに属する主要な製品の種類は以下のとおりです。

報告セグメント 主要製品

ガラス

フロート板ガラス、型板ガラス、網入り磨板ガラス、Low-E（低放射）ガラス、装飾ガラス

建築用加工ガラス（断熱・遮熱複層ガラス、防災・防犯ガラス、防・耐火ガラス等）、

自動車用ガラス等

電子

液晶用ガラス基板、ディスプレイ用特殊ガラス、ディスプレイ用周辺部材、

ソーラー用ガラス、産業用加工ガラス、半導体プロセス用部材、

オプトエレクトロニクス用部材、照明用製品、理化学用製品等

化学品
塩化ビニル原料、苛性ソーダ、ウレタン原料、フッ素樹脂、撥水撥油剤、ガス、溶剤、

医農薬中間体・原体、ヨウ素製品等

　 上記製品の他、当社は、セラミックス製品、物流・金融サービス等も扱っています。

 

（２）　財政状態

○資産

　　当第３四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末比1,021億円減の19,752億円となりました。これは主

に、前期末比で円高になったことにより為替換算後の有形固定資産が減少したことによるものであります。

　○負債

　　当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末比668億円減の8,300億円となりました。これは主に、

確定給付企業年金制度改定により退職給付に係る負債が減少したことによるものであります。

○資本

　　当第３四半期連結会計期間末の資本は、前連結会計年度末比353億円減の11,452億円となりました。これは主に、

四半期純利益の計上によって利益剰余金が増加したものの、前期末比で円高になったことにより在外営業活動体の

換算差額が減少したことによるものであります。

 

（３）　キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より６億円（0.9％）増加し、703

億円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　当第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,268億円の収入（前年同期は985億円の収

入）となりました。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　当第３四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、955億円の支出（前年同期は721億円の支出）

となりました。これは、有形固定資産の取得による支出等があったことによるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　当第３四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、290億円の支出（前年同期は620億円の支出）

となりました。これは、有利子負債の返済及び償還、配当金の支払等があったことによるものであります。

 

（４）　対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。また、当

第３四半期連結累計期間において新たな課題も発生しておりません。

 

（５）　研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は、28,799百万円であります。なお、当第３四

半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000,000,000

計 2,000,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

(2015年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2015年11月２日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,186,705,905 1,186,705,905
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる

株式であります。また、

単元株式数は1,000株で

あります。

計 1,186,705,905 1,186,705,905 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　　　当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

① 2015年６月３日取締役会決議

　　（株式報酬型ストックオプション（2015年７月１日発行））

決議年月日 2015年６月３日（取締役会）

新株予約権の数（個） 451

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
451,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき１円

新株予約権の行使期間
 　 2015年７月２日～

　 2045年７月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

　　　　　発行価格　　　519

　　　　　資本組入額　　260

新株予約権の行使の条件  （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。ま

た、単元株式数は1,000株である。

２　2015年７月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、

株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権１個当たりの目的である株式の数

（以下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切

り捨てるものとする。

　　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割（又は株式併合）の比率

３　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地

位をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10年間に限り（ただし、上記「新株

予約権の行使期間」の期間内とする。）、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、

「割当契約」という。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

(3) 上記(2)に拘わらず、対象者は、以下の①、②又は③に定める場合（ただし、②については、対象者に再

編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り（ただし、上

記「新株予約権の行使期間」の期間内とする。）、割当契約の定めるところにより、新株予約権を行使す

ることができる。

①対象者が2040年７月１日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

2040年７月２日から2045年７月１日まで

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会

の決定がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

③対象者が、自己の都合により当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した場合（ただし、就

労不能障害により地位を喪失した場合を除く。）

権利行使開始日から１年間

(4) 対象者が死亡した場合は、割当契約の定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができ

る。

(5) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。

(6) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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注　４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前におい

て残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新

株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株

式移転計画において定めることを条件とする。

(ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編後払込金額に上記(ⅲ)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。な

お、再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。

(ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

(ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得す

ることができる。
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②　2015年３月27日定時株主総会決議及び2015年６月３日取締役会決議

　　（通常型ストックオプション（2015年７月１日発行））

決議年月日
2015年３月27日（定時株主総会）及び

2015年６月３日（取締役会）

新株予約権の数（個） 376

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注１）

新株予約権の目的となる株式の数（株）
376,000

（新株予約権１個につき1,000株）（注２）

新株予約権の行使時の払込金額
行使により交付を受けることができる

株式１株につき800円（注３）

新株予約権の行使期間
　 2018年７月１日～

 2024年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　942

資本組入額　　471

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

注　１　普通株式とは、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。ま

た、単元株式数は1,000株である。

２　2015年７月１日以降、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、

株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式により新株予約権１個当たりの目的で

ある株式の数（以下、「付与株式数」という。）を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り

捨てるものとする。

　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割（又は株式併合）の比率

３　2015年７月１日以降、次の（ⅰ）又は（ii）の事由が生じる場合、新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、それぞれ次に定める方法に

より、調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

（ⅰ）当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合

行使価額を次の算式により調整する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

（ii）当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（当該新株の発行又

は自己株式の処分が新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使又は当社による新

株予約権付社債の取得と引き換えにより行われる場合を除く。）

行使価額を次の算式により調整する。

    
既発行株式数 ＋

新規発行（処分）株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行（処分）前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

　　　　　　　なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とする。

４　(1) 各新株予約権の一部行使はできない。

(2) 新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、当社又は当社関係会社の取締役、執行役

員、従業員の地位を失った後も、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約（以下、「割当契

約」という。）に定めるところにより、新株予約権を行使することができる。

(3) 対象者が死亡した場合は、割当契約に定めるところにより、相続人が新株予約権を行使することができ

る。

(4) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。

(5) その他、新株予約権の行使の条件は、割当契約に定めるところによる。
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注　５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前におい

て残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新

株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株

式移転計画において定めることを条件とする。

(ⅰ) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(ⅱ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ⅲ) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(ⅳ) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「新株予約権の行使時の払込金

額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上

記(ⅲ)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。

(ⅴ) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。

(ⅵ) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(ⅶ) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(ⅷ) 新株予約権の取得事由及び条件

残存新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得事由及び条件は次のとおり。

当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる分割契約若しくは

分割計画が株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計

画が株主総会で承認された場合には、当社は、取締役会が別途定める日に、無償で新株予約権を取得す

ることができる。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

 発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

 資本準備金
増減額
(百万円)

 資本準備金
残高

(百万円)

2015年７月１日～

2015年９月30日
－ 1,186,705 － 90,873 － 91,164

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

旭硝子株式会社(E01122)

四半期報告書

10/30



（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2015年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2015年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　30,714,000
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あります。また、単元株式数

は1,000株であります。

（相互保有株式）

普通株式      244,000
－ 同上

完全議決権株式（その他）
普通株式

 1,150,498,000
1,150,498 同上

単元未満株式 普通株式　　 5,249,905 － 同上

発行済株式総数 1,186,705,905 － －

総株主の議決権 － 1,150,498 －

注　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式   917株

相互保有株式 共栄商事株式会社  703株

 

 

②【自己株式等】

2015年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

旭硝子株式会社

東京都千代田区丸の内

一丁目５番１号
30,714,000 － 30,714,000 2.59

（相互保有株式）

共栄商事株式会社

東京都千代田区有楽町

一丁目７番１号
244,000 － 244,000 0.02

計 － 30,958,000 － 30,958,000 2.61

 

 

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣

府令第64号、以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2015年１月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度末
（2014年12月31日）

当第３四半期連結会計期間末
（2015年９月30日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 10 69,655 70,285

営業債権 10 262,091 246,867

棚卸資産  239,497 243,129

その他の債権 10 37,036 29,414

未収法人所得税  7,607 4,200

その他の流動資産 10 11,289 17,463

流動資産合計  627,178 611,360

非流動資産    

有形固定資産  1,066,193 993,515

のれん  36,269 38,286

無形資産  25,844 23,951

持分法で会計処理されている投資  44,184 46,513

その他の金融資産 10 236,057 221,300

繰延税金資産  35,804 34,480

その他の非流動資産  5,805 5,833

非流動資産合計  1,450,159 1,363,880

資産合計  2,077,338 1,975,241

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務 10 131,147 123,532

短期有利子負債 10 63,694 48,083

１年内返済予定の長期有利子負債 ９,10 33,508 53,349

その他の債務 10 103,621 101,128

未払法人所得税  5,775 9,611

引当金  3,779 1,609

その他の流動負債 10 14,472 15,392

流動負債合計  355,999 352,707

非流動負債    

長期有利子負債 ９,10 402,054 378,801

繰延税金負債  21,145 16,419

退職給付に係る負債  99,687 65,440

引当金  12,554 10,900

その他の非流動負債 10 5,405 5,752

非流動負債合計  540,847 477,315

負債合計  896,847 830,023

資本    

資本金  90,873 90,873

資本剰余金  100,670 100,794

利益剰余金  641,866 663,733

自己株式  △29,784 △29,584

その他の資本の構成要素  309,501 253,210

親会社の所有者に帰属する持分合計  1,113,126 1,079,027

非支配持分  67,364 66,189

資本合計  1,180,490 1,145,217

負債及び資本合計  2,077,338 1,975,241
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（２）【要約四半期連結純損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結純損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
（自　2014年１月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2015年１月１日
至　2015年９月30日）

売上高  994,194 989,598

売上原価  △748,725 △742,614

売上総利益  245,468 246,983

販売費及び一般管理費  △204,321 △197,780

持分法による投資利益  1,314 1,811

営業利益  42,462 51,014

その他収益 6 6,051 39,704

その他費用 6 △18,291 △19,083

事業利益  30,223 71,635

金融収益  3,429 3,898

金融費用  △6,914 △5,274

金融収益・費用合計  △3,484 △1,376

税引前四半期利益  26,738 70,259

法人所得税費用  △15,083 △25,655

四半期純利益  11,654 44,604

親会社の所有者に帰属する四半期純利益  8,418 42,745

非支配持分に帰属する四半期純利益  3,236 1,859

    

１株当たり四半期純利益    

基本的１株当たり四半期純利益（円） 8 7.28 36.98

希薄化後１株当たり四半期純利益（円） 8 7.24 36.83
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

売上高  335,034 331,014

売上原価  △251,808 △249,219

売上総利益  83,226 81,795

販売費及び一般管理費  △66,968 △65,370

持分法による投資利益  292 363

営業利益  16,550 16,788

その他収益  817 2,559

その他費用  △7,049 △3,048

事業利益  10,318 16,300

金融収益  631 653

金融費用  △2,234 △2,024

金融収益・費用合計  △1,602 △1,370

税引前四半期利益  8,715 14,929

法人所得税費用  △3,181 △5,736

四半期純利益  5,533 9,192

親会社の所有者に帰属する四半期純利益  4,729 8,763

非支配持分に帰属する四半期純利益  804 428

    

１株当たり四半期純利益    

基本的１株当たり四半期純利益（円） 8 4.09 7.58

希薄化後１株当たり四半期純利益（円） 8 4.01 7.55
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
（自　2014年１月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2015年１月１日
至　2015年９月30日）

四半期純利益  11,654 44,604

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

確定給付負債（資産）の純額の再測定  2,424 △2,006

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産の純変動
 △7,182 △3,334

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
 31 △4

純損益に振り替えられることのない項目合計  △4,726 △5,346

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純

変動
 50 △497

在外営業活動体の換算差額  8,140 △53,935

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
 23 43

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  8,214 △54,389

その他の包括利益（税引後）合計  3,488 △59,736

四半期包括利益合計  15,142 △15,131

親会社の所有者に帰属する四半期包括利益  11,331 △13,543

非支配持分に帰属する四半期包括利益  3,811 △1,588

 

【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

四半期純利益  5,533 9,192

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

確定給付負債（資産）の純額の再測定  1,467 △11,862

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る金融資産の純変動
 5,489 △24,709

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
 37 △25

純損益に振り替えられることのない項目合計  6,994 △36,597

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純

変動
 436 △878

在外営業活動体の換算差額  35,780 △60,703

持分法適用会社におけるその他の包括利益に

対する持分
 13 18

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  36,230 △61,563

その他の包括利益（税引後）合計  43,224 △98,160

四半期包括利益合計  48,758 △88,967

親会社の所有者に帰属する四半期包括利益  45,522 △86,317

非支配持分に帰属する四半期包括利益  3,236 △2,650
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間（自　2014年１月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）

 

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

 

確定給付負
債（資産）
の純額の再
測定

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資
産の純変動

期首残高  90,873 100,650 641,740 △29,884 △25,940 90,441

当期変動額        

四半期包括利益        

四半期純利益  － － 8,418 － － －

その他の包括利益  － － － － 2,588 △7,177

四半期包括利益合計  － － 8,418 － 2,588 △7,177

所有者との取引額等        

配当 ７ － － △16,181 － － －

自己株式の取得  － － － △19 － －

自己株式の処分  － － △38 110 － －

支配継続子会社に対する

持分変動
 － △166 － － － －

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 － － 417 － － △417

株式報酬取引  － 165 － － － －

その他企業結合等  － － － － － －

所有者との取引額等合計  － △1 △15,802 91 － △417

期末残高  90,873 100,648 634,356 △29,792 △23,351 82,846

 

 

 

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分 資本合計

 その他の資本の構成要素  

合計
 

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ
ジの公正価
値の純変動

在外営業
活動体の
換算差額

合計

期首残高  △69 219,403 283,835 1,087,216 57,929 1,145,145

当期変動額        

四半期包括利益        

四半期純利益  － － － 8,418 3,236 11,654

その他の包括利益  73 7,428 2,913 2,913 575 3,488

四半期包括利益合計  73 7,428 2,913 11,331 3,811 15,142

所有者との取引額等        

配当 ７ － － － △16,181 △650 △16,831

自己株式の取得  － － － △19 － △19

自己株式の処分  － － － 72 － 72

支配継続子会社に対する

持分変動
 － － － △166 △789 △956

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 － － △417 － － －

株式報酬取引  － － － 165 － 165

その他企業結合等  － － － － 2,830 2,830

所有者との取引額等合計  － － △417 △16,130 1,390 △14,739

期末残高  4 226,832 286,331 1,082,417 63,131 1,145,548
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当第３四半期連結累計期間（自　2015年１月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

 

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

 

確定給付負
債（資産）
の純額の再
測定

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資
産の純変動

期首残高  90,873 100,670 641,866 △29,784 △40,859 86,402

当期変動額        

四半期包括利益        

四半期純利益  － － 42,745 － － －

その他の包括利益  － － － － △2,289 △3,339

四半期包括利益合計  － － 42,745 － △2,289 △3,339

所有者との取引額等        

配当 ７ － － △20,806 － － －

自己株式の取得  － － － △40 － －

自己株式の処分  － △0 △73 241 － －

支配継続子会社に対する

持分変動
 － － － － － －

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 － － 2 － － △2

株式報酬取引  － 125 － － － －

その他企業結合等  － － － － － －

所有者との取引額等合計  － 124 △20,877 200 － △2

期末残高  90,873 100,794 663,733 △29,584 △43,149 83,059

 

 

 

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分 資本合計

 その他の資本の構成要素  

合計
 

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ
ジの公正価
値の純変動

在外営業
活動体の
換算差額

合計

期首残高  △734 264,693 309,501 1,113,126 67,364 1,180,490

当期変動額        

四半期包括利益        

四半期純利益  － － － 42,745 1,859 44,604

その他の包括利益  △453 △50,205 △56,288 △56,288 △3,447 △59,736

四半期包括利益合計  △453 △50,205 △56,288 △13,543 △1,588 △15,131

所有者との取引額等        

配当 ７ － － － △20,806 △762 △21,568

自己株式の取得  － － － △40 － △40

自己株式の処分  － － － 166 － 166

支配継続子会社に対する

持分変動
 － － － － － －

その他の資本の構成要素

から利益剰余金への振替
 － － △2 － － －

株式報酬取引  － － － 125 － 125

その他企業結合等  － － － － 1,175 1,175

所有者との取引額等合計  － － △2 △20,555 413 △20,141

期末残高  △1,188 214,488 253,210 1,079,027 66,189 1,145,217
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
（自　2014年１月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2015年１月１日
至　2015年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  26,738 70,259

減価償却費及び償却費  102,105 103,633

受取利息及び受取配当金  △3,397 △3,812

支払利息  5,719 4,938

持分法による投資損益  △1,314 △1,811

固定資産除売却損益  1,547 △339

営業債権の増減額  13,080 11,783

棚卸資産の増減額  △7,828 △12,592

営業債務の増減額  △8,047 △4,130

その他  △6,517 △25,752

小計  122,086 142,176

利息及び配当金の受取額  3,944 4,338

利息の支払額  △4,818 △4,444

法人所得税の支払額  △22,742 △15,229

営業活動によるキャッシュ・フロー  98,469 126,841

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △76,317 △96,925

有形固定資産の売却による収入  6,277 8,259

その他の金融資産の取得による支出  △1,370 △877

その他の金融資産の売却及び償還による収入  1,209 1,504

その他  △1,883 △7,470

投資活動によるキャッシュ・フロー  △72,085 △95,510

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期有利子負債の増減  △11,048 △14,945

長期有利子負債の借入及び発行による収入  36,316 29,436

長期有利子負債の返済及び償還による支出  △71,761 △22,364

非支配持分株主からの子会社持分取得による支出  △956 －

自己株式の取得による支出  △19 △40

配当金の支払額 ７ △16,181 △20,806

その他  1,688 △306

財務活動によるキャッシュ・フロー  △61,961 △29,028

現金及び現金同等物に係る換算差額  2,401 △1,672

現金及び現金同等物の増減額  △33,176 630

現金及び現金同等物の期首残高  132,649 69,655

現金及び現金同等物の四半期末残高  99,473 70,285
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１　報告企業

　旭硝子株式会社（以下、「当社」)は、日本に所在する企業であります。当社グループの要約四半期連結財務諸表

は2015年９月30日を期末日とし、当社及び子会社、並びに関連会社の持分等により構成されております。

　当社グループは、主にガラス、電子、化学品などの事業を行っております。詳細については、「注記５　事業セグ

メント」に記載しております。

 

２　作成の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「特定会社」の要件をす

べて満たすことから、四半期連結財務諸表規則第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠し

て作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求される全ての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　要約四半期連結財務諸表の表示通貨は日本円であり、百万円単位で切り捨てにより表示しております。

　要約四半期連結財務諸表は、2015年11月２日に、当社代表取締役島村琢哉及び当社最高財務責任者である取締役宮

地伸二によって承認されております。

 

３　重要な会計方針

　当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除いて、前連結会計年度の連

結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

　当社グループは、当連結会計年度より、以下の基準書をそれぞれの経過措置に準拠して適用しております。これら

の基準書の適用が、当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

基準書 基準名 概要

IFRS第９号 金融商品：ヘッジ会計 ヘッジ会計の改訂

IAS第19号 従業員給付
勤務年数と関係しない従業員又は第三者による拠出の会計処理の

明確化

 

　要約四半期連結純損益計算書における「営業利益」は、当社グループの業績を継続的に比較・評価することに資す

る指標であります。「その他収益」及び「その他費用」の主な内訳には、為替差損益、固定資産売却益、固定資産除

却損、減損損失、事業構造改善費用などがあります。「事業利益」には、金融収益・費用及び法人所得税費用を除い

たすべての収益・費用が含まれております。

　なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

４　重要な会計上の見積り、判断及び仮定

　当社グループの要約四半期連結財務諸表の作成において、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす判

断、見積り及び仮定を設定しております。そのため、会計上の見積りと実績は異なることがあります。

　当社グループの要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として前連

結会計年度と同様であります。

　見積り及びその仮定は継続して見直しております。これらの見積り及び仮定の見直しによる影響は、その見積り及

び仮定を見直した会計期間及びそれ以降の会計期間において認識しております。
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５　事業セグメント

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高意思
決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま
す。
　当社グループは、製品・サービス別に「ガラス」、「電子」及び「化学品」の３カンパニーを置き、各カンパニー
は、取扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、グローバルに事業活動を展開しておりま
す。
　したがって、当社グループは、「ガラス」、「電子」及び「化学品」の３つを報告セグメントとしております。
　なお、従来「ガラス」に含めていた産業用加工ガラス、ソーラー用ガラスの一部について、会社組織の変更に伴い、
第１四半期連結会計期間より、「電子」に報告セグメントを変更しております。
　前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基づき作成し
たものを開示しております。
　各報告セグメントに属する主要な製品の種類は、以下のとおりであります。

報告セグメント 主要製品

ガラス

フロート板ガラス、型板ガラス、網入り磨板ガラス、Low－E（低放射）ガラス、装飾ガラス、

建築用加工ガラス（断熱・遮熱複層ガラス、防災・防犯ガラス、防・耐火ガラス等）、

自動車用ガラス等

電子

液晶用ガラス基板、ディスプレイ用特殊ガラス、ディスプレイ用周辺部材、ソーラー用ガラス、

産業用加工ガラス、半導体プロセス用部材、オプトエレクトロニクス用部材、照明用製品、

理化学用製品等

化学品
塩化ビニル原料、苛性ソーダ、ウレタン原料、フッ素樹脂、撥水撥油剤、ガス、溶剤、

医農薬中間体・原体、ヨウ素製品等

 

前第３四半期連結累計期間（自　2014年１月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

セラミック
ス・その他

合計 調整額

要約四半期
連結純損益
計算書計上
額

ガラス 電子 化学品

外部顧客への売上高 507,446 236,656 227,847 22,244 994,194 － 994,194

セグメント間の売上高 1,349 1,939 1,890 38,022 43,200 △43,200 －

計 508,795 238,595 229,738 60,267 1,037,394 △43,200 994,194

セグメント利益又は損失

（営業利益）
△469 26,705 15,690 365 42,291 170 42,462

四半期純利益 － － － － － － 11,654

 

セグメント間の取引の価格は、主に市場価格や製造原価に基づいております。

「セラミックス・その他」では、セラミックス製品、物流・金融サービス等を扱っております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2015年１月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

セラミック
ス・その他

合計 調整額

要約四半期
連結純損益
計算書計上
額

ガラス 電子 化学品

外部顧客への売上高 513,883 218,727 234,362 22,625 989,598 － 989,598

セグメント間の売上高 884 1,110 2,140 25,108 29,244 △29,244 －

計 514,767 219,838 236,502 47,733 1,018,842 △29,244 989,598

セグメント利益又は損失

（営業利益）
7,702 25,398 19,575 △1,832 50,843 170 51,014

四半期純利益 － － － － － － 44,604

 

セグメント間の取引の価格は、主に市場価格や製造原価に基づいております。

「セラミックス・その他」では、セラミックス製品、物流・金融サービス等を扱っております。
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６　その他収益及びその他費用

　その他収益

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2014年１月１日
　至　2014年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2015年１月１日
　至　2015年９月30日）

為替差益 2,176 －

固定資産売却益 1,939 2,207

退職後給付制度改定益 － 36,071

その他 1,935 1,425

その他収益合計 6,051 39,704

 

　当社は、2015年４月21日付で確定給付企業年金制度を改定するとともに、確定給付企業年金制度の一部を確定拠出

年金制度に移行したことに伴い、当第２四半期連結会計期間に「退職後給付制度改定益」として計上しております。

 

　その他費用

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2014年１月１日
　至　2014年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2015年１月１日
　至　2015年９月30日）

為替差損 － △3,459

固定資産除却損 △3,486 △1,867

減損損失 － △818

事業構造改善費用 △12,059 △11,281

その他 △2,744 △1,656

その他費用合計 △18,291 △19,083

 

７　配当

　各年度における配当金の支払額は、以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間（自　2014年１月１日　至　2014年９月30日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2014年３月28日

定時株主総会
普通株式 5,778 5.00 2013年12月31日 2014年３月31日

2014年７月31日

取締役会
普通株式 10,402 9.00 2014年６月30日 2014年９月８日

 

当第３四半期連結累計期間（自　2015年１月１日　至　2015年９月30日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2015年３月27日

定時株主総会
普通株式 10,402 9.00 2014年12月31日 2015年３月30日

2015年７月31日

取締役会
普通株式 10,403 9.00 2015年６月30日 2015年９月８日
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８　１株当たり四半期純利益

（１）　基本的１株当たり四半期純利益

基本的１株当たり四半期純利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2014年１月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2015年１月１日
至　2015年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期純利益（百万円） 8,418 42,745

普通株式の加重平均株式数（千株） 1,155,791 1,155,926

基本的１株当たり四半期純利益（円） 7.28 36.98

 

 
前第３四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期純利益（百万円） 4,729 8,763

普通株式の加重平均株式数（千株） 1,155,790 1,156,020

基本的１株当たり四半期純利益（円） 4.09 7.58
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（２）　希薄化後１株当たり四半期純利益

希薄化後１株当たり四半期純利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2014年１月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2015年１月１日
至　2015年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期純利益（百万円） 8,418 42,745

希薄化後１株当たり四半期純利益の計算に使用する

利益への調整額（百万円）
307 －

希薄化後１株当たり四半期純利益の計算に使用する

利益（百万円）
8,726 42,745

   

普通株式の加重平均株式数（千株） 1,155,791 1,155,926

希薄化効果を有する潜在的普通株式の影響   

新株予約権付社債（千株） 45,690 －

新株予約権方式によるストック・オプション

（千株）
4,021 4,638

希薄化後の普通株式の加重平均株式数（千株） 1,205,503 1,160,564

   

希薄化後１株当たり四半期純利益（円） 7.24 36.83

 

 

 
前第３四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期純利益（百万円） 4,729 8,763

希薄化後１株当たり四半期純利益の計算に使用する

利益への調整額（百万円）
102 －

希薄化後１株当たり四半期純利益の計算に使用する

利益（百万円）
4,831 8,763

   

普通株式の加重平均株式数（千株） 1,155,790 1,156,020

希薄化効果を有する潜在的普通株式の影響   

新株予約権付社債（千株） 45,690 －

新株予約権方式によるストック・オプション

（千株）
4,477 4,868

希薄化後の普通株式の加重平均株式数（千株） 1,205,957 1,160,889

   

希薄化後１株当たり四半期純利益（円） 4.01 7.55
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９　社債

　前第３四半期連結累計期間において、第11回社債（額面金額40,000百万円、利率1.28%、発行年月日2009年１月29

日、償還期限2014年１月29日）、ユーロ建普通社債（額面金額2,815百万円（20百万ユーロ）、利率0.69%、発行年月

日2009年３月18日、償還期限2014年３月18日）を償還しております。

　当第３四半期連結累計期間における社債の発行及び償還はありません。

 

10　金融商品

（１）金融商品の公正価値

　前連結会計年度末及び当第３四半期連結会計期間末における、金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりで

あります。

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度末
（2014年12月31日）

当第３四半期連結会計期間末
（2015年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

公正価値で測定する金融資産

　その他の流動資産及びその他の金融資産

　ヘッジの要件を満たさないデリバティブ 3,925 3,925 3,118 3,118

　ヘッジの要件を満たすデリバティブ － － 28 28

　その他の金融資産

　その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
219,081 219,081 207,917 207,917

償却原価で測定される金融資産

現金及び現金同等物 69,655 69,655 70,285 70,285

営業債権 262,091 262,091 246,867 246,867

その他の債権 25,435 25,435 20,923 20,923

その他の金融資産 16,627 16,627 13,122 13,122

公正価値で測定する金融負債

　その他の流動負債及びその他の非流動負債

　ヘッジの要件を満たさないデリバティブ 5,702 5,702 5,991 5,991

　ヘッジの要件を満たすデリバティブ 945 945 1,719 1,719

償却原価で測定される金融負債

営業債務 131,147 131,147 123,532 123,532

　有利子負債（短期及び長期）

　借入金 400,304 408,067 401,368 408,159

　コマーシャル・ペーパー 24,425 24,425 4,846 4,846

　社債 69,859 73,360 69,881 72,814

　リース債務 4,667 4,667 4,139 4,139

その他の債務 84,507 84,507 76,383 76,383

その他の非流動負債 36 36 34 34
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（２）公正価値ヒエラルキー

　以下の表は、公正価値で測定する金融商品を評価方法ごとに分析したものであります。公正価値の測定に利用す

るインプットをもとにそれぞれのレベルを以下のように分類しております。

　インプットには、株価、為替レート並びに金利及び商品価格等に係る指数が含まれております。

・レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

・レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

・レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値

 

（単位：百万円）

前連結会計年度末（2014年12月31日）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ金融資産 － 3,925 － 3,925

ヘッジの要件を満たさないデリバティブ － 3,925 － 3,925

資本性金融商品 212,775 － 6,305 219,081

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
212,775 － 6,305 219,081

デリバティブ金融負債 － 6,648 － 6,648

ヘッジの要件を満たさないデリバティブ － 5,702 － 5,702

ヘッジの要件を満たすデリバティブ － 945 － 945

 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末（2015年９月30日）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ金融資産 － 3,146 － 3,146

ヘッジの要件を満たさないデリバティブ － 3,118 － 3,118

ヘッジの要件を満たすデリバティブ － 28 － 28

資本性金融商品 200,576 － 7,340 207,917

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
200,576 － 7,340 207,917

デリバティブ金融負債 － 7,711 － 7,711

ヘッジの要件を満たさないデリバティブ － 5,991 － 5,991

ヘッジの要件を満たすデリバティブ － 1,719 － 1,719

 

　レベル間の重要な振り替えが行われた金融商品の有無は毎期末日に判断しております。当第３四半期連結会計期

間末において、レベル間の重要な振り替えが行われた金融商品はありません。

 

　レベル３に区分される「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」については、当第３四半期連

結累計期間において、重要な変動は生じておりません。

 

　デリバティブ金融資産は、要約四半期連結財政状態計算書上、「その他の流動資産」及び「その他の金融資産」

に含まれております。

　資本性金融商品は、要約四半期連結財政状態計算書上、「その他の金融資産」に含まれております。

　デリバティブ金融負債は、要約四半期連結財政状態計算書上、「その他の流動負債」及び「その他の非流動負

債」に含まれております。
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11　重要な後発事象

　該当事項はありません。
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２【その他】

　2015年７月31日開催の取締役会において、中間配当の実施に関し決議しました。詳細については、「第４経理の状

況、１．要約四半期連結財務諸表、要約四半期連結財務諸表注記、（７　配当）」に記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2015年11月２日

旭硝子株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森　俊哉　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中嶋　歩　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 間宮　光健　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭硝子株式会社

の2015年１月１日から2015年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015年９月30

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2015年１月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すな

わち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結純損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、旭硝子株式会社及び連結子会社の2015年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連

結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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